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議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市職員の給与に関する条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市公契約条例をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第２２号                   

津市公契約条例 

（目的） 

第１条 この条例は、公契約における事業者間の競争の激化、落札価格の下落

等による労働者の賃金その他の労働環境の悪化が懸念されることに鑑み、公

契約に係る基本方針並びに本市及び受注者等の責務を定め、並びにこれらに

基づく施策を実施することにより、労働者の労働環境の確保、優良な事業者

の育成及び地域経済の健全な発展を図り、もって労働者が労働意欲にあふれ、

かつ、住民が豊かで安心して暮らすことのできる地域社会を実現することを

目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

 公契約 本市が発注する工事、製造その他の請負及び業務委託の契約を

いう。 

 労働者 公契約に係る業務等に従事する労働基準法（昭和２２年法律第  

４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事  

務所に使用される者及び家事使用人を除く。）をいう。 

 受注者等 受注者及び受注関係者をいう。  

 受注者 本市と公契約を締結する者をいう。 

   受注関係者 次に掲げる者をいう。 

ア 下請契約、再委託契約等（以下「下請契約等」という。）により、公

契約に係る業務等の一部に携わる事業者 

イ 公契約に係る業務等に労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労

働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第１号に
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規定する労働者派遣を行う者 

 （基本方針） 

第３条 公契約に係る基本方針は、次のとおりとする。 

   労働者の適正な労働環境を確保すること。 

 品質及び適正な履行を確保すること。 

   入札及び契約の公正性、透明性及び競争性を確保すること。 

   不正行為を防止すること。 

   地域経済及び地域社会の健全な発展を図ること。 

（本市の責務） 

第４条 本市は、前条に定める基本方針に基づき、この条例の目的を達成する

ために必要な施策を講じなければならない。 

２ 本市は、労働報酬下限額（受注者等が労働者に支払う報酬の下限とすべき

額をいう。附則第２項において同じ。）を定めることについて検討しなけれ

ばならない。この場合において、市長は、第１５条第１項に規定する津市公

契約審議会（以下「審議会」という。）その他市長が必要と認める者の意見

を聴かなければならない。 

３ 本市は、受注者等が労働者の適正な労働環境を確保し、及び公契約を適正

に履行するために必要な措置を講じなければならない。 

４ 本市は、公契約に関し説明責任を果たすとともに、不正行為を未然に防止

し、並びに適正な契約行為及び履行が行われていることを明らかにするため

に、公契約に関する情報の公表に努めなければならない。 

５ 本市は、公契約の性質及び目的を踏まえた適正な契約方法を選択しなけれ

ばならない。 

６ 本市は、公契約の適正な履行及び良好な品質を確保するため、取引の実例

価格、需給の状況等を考慮し、予定価格、納期その他の契約条件が適切なも

のとなるよう努めなければならない。 

７ 本市は、予算の適正かつ合理的な執行に留意するとともに、地域経済の健

全な発展のため、公契約に係る業務等の重要性、緊急性及び効率性を考慮し、

公契約の適正な発注に努めなければならない。 

（受注者等の責務） 

第５条 受注者等は、関係法令及びこの条例の規定を遵守しなければならない。 

２ 受注者等は、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。 

３ 受注者等は、労働者と対等な労使関係を構築するとともに、下請契約等を
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締結しようとするときは、下請契約等の相手方と対等な立場における合意に

基づいた適正な契約を行わなければならない。 

４ 受注者等は、下請契約等の相手方を選定するとき、又は資材等を調達する

ときは、地域経済の発展に配慮し、本市の区域内に主たる事務所を有する事

業者又は本市の区域内で生産された資材等を活用するよう努めなければなら

ない。 

５ 受注者等は、公契約に携わる者として、社会的な責任を自覚し、公契約を

適正に履行しなければならない。 

６ 受注者等は、第７条第１項の規定に基づき市長又は上下水道事業管理者

（以下「市長等」という。）が行う報告の求め及び立入検査その他本市が実

施する公契約に関する施策に協力しなければならない。 

（誓約） 

第６条 受注者等は、自らが締結し、又は携わる公契約が規則で定める契約

（以下「特定公契約」という。）に該当するときは、市長等に対し、労働者 

の適正な労働環境の確保に関し規則で定める事項（以下「誓約事項」という。） 

について誓約しなければならない。 

 （報告及び立入検査） 

第７条 市長等は、この条例の規定又は誓約事項の遵守状況を確認するために

必要があると認めるときは、受注者等に必要な報告を求め、又はその職員に

当該受注者等の事務所、事業所等に立ち入り、関係書類その他の物件を検査

させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者に提示しなければならない。 

 （是正措置） 

第８条 市長等は、受注者等がこの条例の規定又は誓約事項に違反していると

認めるときは、当該違反を速やかに是正するために必要な措置を講ずること

を命じなければならない。 

２ 受注者等は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずる

ことを命じられたときは、速やかに是正の措置を講じ、市長等に当該措置の

内容を報告しなければならない。 

（労働者の申出等） 

第９条 特定公契約に係る労働者は、受注者等がこの条例の規定又は誓約事項

に違反している疑いがあると思料するときは、市長等にその旨を申し出るこ
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とができる。 

２ 市長等は、前項の規定による申出（以下「違反申出」という。）の内容が、

規則で定める関係法令に関する違反情報であるときは、必要に応じて関係機

関へ通報するものとする。 

（相談窓口の設置） 

第１０条 市長等は、違反申出に応じるため、相談窓口を設置するものとする。 

（不利益取扱いの禁止） 

第１１条 受注者等は、労働者が違反申出をしたことを理由として、当該労働

者に対し、不利益な取扱いをしてはならない。 

（労働者への周知） 

第１２条 受注者等は、特定公契約に係る労働者に対し、次に掲げる事項を業

務等が実施される現場の見やすい場所に掲示し、又は書面を交付する方法に

より周知しなければならない。 

   当該特定公契約の名称 

   受注者等の責務及び誓約事項 

   違反申出に係る制度の概要及び第１０条に規定する相談窓口の連絡先 

 （公契約の解除等） 

第１３条 市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

公契約の解除、受注者等の指名停止等必要な措置を採ることができる。 

   第７条第１項の規定による報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は

同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問

に対して応答せず、若しくは虚偽の回答をしたとき。 

   第８条第１項の規定による命令に従わないとき。 

   第８条第２項の規定による報告を怠り、又は虚偽の報告をしたとき。 

   前３号に掲げるもののほか、この条例の規定に違反したとき。 

 誓約事項に違反したとき。 

２ 前項の規定により公契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じ

ても、本市はその損害を賠償する責任を負わない。 

（損害賠償） 

第１４条 受注者等は、前条第１項の規定による公契約の解除によって本市に

損害が生じたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長等

がやむを得ない事由があると認めるときは、この限りでない。 

 （審議会の設置等） 
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第１５条 公契約の適切な運用を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、審議会を置く。 

２ 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

   この条例の施行状況に関する事項 

   この条例の目的を達成するための施策に関する事項 

   その他市長が必要と認める事項 

３ 審議会は、前項の規定による調査審議を行うほか、同項に規定する事項に

ついて、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第１６条 審議会は、委員６人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

 事業者団体関係者 

 労働者団体関係者 

 識見を有する者 

（委員の任期） 

第１７条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第１８条 審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議等） 

第１９条 審議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その

意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

５ 審議会の庶務は、総務部において処理する。 

６ 第１５条から前項までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事

項は、会長が審議会に諮って定める。 
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（委任） 

第２０条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 労働報酬下限額については、第４条第２項の規定による検討を行い、その

結果に基づいて、この条例の施行後５年以内に、必要な措置を講ずるものと

する。 
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議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市職員の給与

に関する条例及び津市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例の一部の改正について         

津市総合特別区域法に基づく緑地面積率等に係る準則に関する条例をここに

公布する。

  平成２９年１２月２１日                                  

                                   

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                   

津市条例第２３号             

津市総合特別区域法に基づく緑地面積率等に係る準則に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、総合特別区域法（平成２３年法律第８１号。以下「法」

という。）第２３条第１項の規定に基づき、工場立地法（昭和３４年法律第

２４号）第４条第１項の規定により公表され、又は同法第４条の２第１項の

規定により定められた準則に代えて適用すべき準則を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、工場立地法において使用する用語

の例による。 

 （適用区域） 

第３条 この条例を適用すべき区域の範囲は、法第８条第１項の規定により国

際戦略総合特別区域に指定された区域とする。 

 （緑地の面積の敷地面積に対する割合） 

第４条 緑地の面積の敷地面積に対する割合（以下「緑地面積率」という。）

は、１００分の５以上の割合とする。ただし、工場立地法施行規則（昭和４

９年大蔵省、厚生省、農林省、通商産業省、運輸省令第１号）第４条に規定

する緑地以外の環境施設以外の施設又は同条第１号トに掲げる施設と重複す

る土地及び同令第３条に規定する建築物屋上等緑化施設については、敷地面

積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の５０の割合を超えて緑地面積

率の算定に用いる緑地の面積に算入することができない。 

 （環境施設の面積の敷地面積に対する割合） 

第５条 環境施設の面積の敷地面積に対する割合は、１００分の１０以上の割
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合とする。 

 （委任） 

第６条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市職員の給与に関する条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市支所及び出張所設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第２４号               

   津市支所及び出張所設置条例の一部を改正する条例 

 津市支所及び出張所設置条例（平成１８年津市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。 

 第３条の表津市倭出張所の項中「津市白山町中ノ村１５８番地」を「津市白

山町中ノ村５８１番地」に改める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市 

職員の給与に関する条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第２５号          

   津市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

津市職員の育児休業等に関する条例（平成１８年津市条例第３５号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第４号ア(イ)中「第２条の３第３号において」を「以下」に改め、「い

う。）」の次に「（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達す

る日）」を加える。 

第２条の３第２号中「この条」の次に「及び次条」を加える。 

第２条の４を第２条の５とし、第２条の３の次に次の１条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から

２歳に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６箇月到

達日の翌日（当該子の１歳６箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該

当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に

引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続

き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場

合であって、次の各号のいずれにも該当するときとする。 

   当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日において

育児休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇

月到達日において地方等育児休業をしている場合 

   当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継続

的な勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該

当する場合 
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第３条第６号中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について児童

福祉法第３９条第１項に規定する保育所、就学前の子どもに関する教育、保育

等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６

項に規定する認定こども園又は児童福祉法第２４条第２項に規定する家庭的保

育事業等（以下「保育所等」という。）における保育の利用を希望し、申込み

を行っているが、当面その実施が行われないこと」を加え、同条第７号中「こ

と」の次に「又は第２条の４の規定に該当すること」を加える。 

第４条中「別居したこと」の次に「、育児休業に係る子について保育所等に

おける保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その実施が行われな

いこと」を加える。 

第１０条第７号中「別居したこと」の次に「、育児短時間勤務に係る子につ

いて保育所等における保育の利用を希望し、申込みを行っているが、当面その

実施が行われないこと」を加える。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年１月１日から施行する。 
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議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第２６号                               

   津市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 津市職員の給与に関する条例（平成１８年津市条例第４２号）の一部を次の

ように改正する。 

 附則に次の３項を加える。 

 （こども園に勤務する職員に係る職務の級の切替え） 

１３ 教育職給料表（二）の適用を受ける職員が津市幼保連携型認定こども園

の設置及び管理に関する条例（平成２９年津市条例第２号）第１条に規定す

る幼保連携型認定こども園（以下「こども園」という。）に勤務することと

なった場合又はこども園に勤務する職員が教育職給料表（二）の適用を受け

ることとなった場合におけるその職員のその勤務することとなった日又はそ

の適用を受けることとなった日（以下「異動日」という。）における職務の

級（以下「新級」という。）は、次の表に掲げる異動日の前日においてその

職員が属していた職務の級（以下「旧級」という。）に対応する同表の新級

欄に定める職務の級とする。この場合において、同欄に複数の職務の級が掲

げられているときは、任命権者の定めるところにより、そのいずれかの職務

の級とする。 

旧級 新級 

教育職給料表（二） ３級 行政職給料表 ６級 

５級 

２級 ４級 

３級 

１級 

２級 



- 2 - 

１級 

行政職給料表 ６級 教育職給料表（二） ３級 

５級 

４級 ２級 

３級 

１級 

２級 

１級 

（こども園に勤務する職員に係る号給の切替え） 

１４ 前項の規定により新級を決定される職員（次項において「新級決定職員」 

という。）の異動日における号給は、教育職給料表（二）の適用を受ける職

員がこども園に勤務することとなった場合においてはその決定される新級の

中で異動日の前日においてその職員が受けていた給料月額に対応する号給

（同額がある場合はその号給、同額がない場合は直近上位の額に対応する号

給）とし、こども園に勤務する職員が教育職給料表（二）の適用を受けるこ

ととなった場合においては他の職員との権衡を考慮し、任命権者が別に定め

る号給とする。 

 （こども園に勤務する職員に係る給料及び昇給に係る調整） 

１５ 新級決定職員のうち、行政職給料表の適用を受けることとなる職員で、

前項の規定により号給が決定されるものの昇給並びに新級決定職員のうち、

同表の適用を受けることとなる職員で、同項の規定により号給を決定するこ

とができないものの給料月額及び昇給については、任命権者が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例及び津市立学校の学校医、

学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第２７号     

   委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例及び津市立学校の学校

医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改

正する条例 

 （委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第１条 委員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例（平成１８年津市条

例第４３号）の一部を次のように改正する。 

別表学校医、学校歯科医、園医及び園歯科医の項中「園医及び園歯科医」

を「幼稚園医、幼稚園歯科医、幼保連携型認定こども園医及び幼保連携型認

定こども園歯科医」に改め、同表幼稚園薬剤師の項中「幼稚園薬剤師」の次

に「及び幼保連携型認定こども園薬剤師」を加える。 

 （津市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する

条例の一部改正） 

第２条 津市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関

する条例（平成１８年津市条例第２２６号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第２条中「短期大学」の次に「及び幼保連携型認定こども園」

を加える。 

   附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用

等に関する条例の一部の改正について         

津市会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例をここに公布す

る。

  平成２９年１２月２１日                                  

                                   

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                   

津市条例第２８号    

   津市会館の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例

 津市会館の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例第８４号）の一

部を次のように改正する。

第３条に次の１項を加える。

２ 津市豊が丘会館に次の別館を設置する。

名称 位置

津市豊が丘おおぞら

会館
津市豊が丘二丁目４７番１１号

 別表備考３中「津市南が丘会館」の次に「及び津市豊が丘おおぞら会館」を

加え、同備考を同表備考４とし、同表中備考２を備考３とし、備考１の次に次

のように加える。

  ２ 大会議室及び和室については津市豊が丘おおぞら会館以外の会館につ

いて適用し、小会議室については津市南が丘会館及び津市豊が丘おおぞ

ら会館以外の会館について適用する。

   附 則

１ この条例は、平成３０年３月１日から施行する。ただし、次項の規定は、

同年１月１日から施行する。

２ 津市豊が丘おおぞら会館の使用に係る手続については、この条例の施行の

日前においても行うことができる。
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議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市ポルタひさいふれあいセンターの設置及び管理等に関する条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第２９号     

   津市ポルタひさいふれあいセンターの設置及び管理等に関する条例の一

部を改正する条例 

津市ポルタひさいふれあいセンターの設置及び管理等に関する条例（平成１

８年津市条例第８８号）の一部を次のように改正する。 

題名中「管理等」を「管理」に改める。 

第１条中「。以下「法」という。」を削り、「管理等」を「管理」に改める。 

第４条の見出しを「（施設）」に改め、同条第 1 項中第３号を削り、第４号

を第３号とし、同条第２項を削る。 

第５条第１項中「前条第１項各号」を「前条各号」に改める。 

別表を次のように改める。 
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別表（第７条関係） 

文化交流室の使用料 

単位 円   

時間区分午前９時

から正午

まで 

午後１時 

から午後 

５時まで 

午後６時 

から午後 

10 時まで

午前９時 

から午後 

10 時まで使用区分 

営利又は宣伝を目的とする 

場合 
7,860 10,380 10,380 25,500

その他の場合 2,620 3,460 3,460 8,500

〔備考〕 

冷暖房時の使用料については、当該使用料の２分の１の額を加算す

る。 
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   附 則 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

２ 津市支所及び出張所設置条例（平成１８年津市条例第１２号）の一部を次

のように改正する。 

  第３条中「及び久居駅前出張所」を削る。 



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について         

津市たるみ児童福祉会館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例をここ

に公布する。

  平成２９年１２月２１日                                  

                                   

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                   

津市条例第３０号    

   津市たるみ児童福祉会館の設置及び管理に関する条例を廃止する条例

津市たるみ児童福祉会館の設置及び管理に関する条例（平成１８年津市条例

第１２０号）は、廃止する。

   附 則

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について         

津市企業立地促進条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第３１号     

津市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

津市企業立地促進条例（平成１８年津市条例第３１１号）の一部を次のよう

に改正する。 

第７条第１項第３号中「事業」を「奨励金の交付を受けた日から５年以内に

事業」に改める。 

附則第５項中「平成３０年３月３１日」を「平成３３年３月３１日」に改め

る。 

附 則 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、附則第５項の改

正規定は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の第７条第１項第３号の規定は、この条例の施行の日以後に指定の

申請を行う事業者に係る指定（市長が別に定めるものを除く。）の取消しに

ついて適用し、同日前に指定の申請を行った事業者に係る指定（市長が別に

定めるものを含む。）の取消しについては、なお従前の例による。 



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市共同汚水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第３２号    

津市共同汚水処理施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条 

例 

 津市共同汚水処理施設の設置及び管理に関する条例（平成２８年津市条例第

４２号）の一部を次のように改正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第４条関係） 

名称 位置 処理区域 

殿舟団地共同汚水処理施設 津市小舟７２０番 

地８ 

小舟の一部、殿村の一部

（殿舟団地） 

ピュアタウン共同汚水処理

施設 

津市安濃町妙法寺 

１０１６番地１ 

安濃町妙法寺の一部（ピ

ュアタウン） 

豊が丘団地共同汚水処理施

設 

津市豊が丘二丁目 

３００６番地４９ 

０ 

豊が丘一丁目、豊が丘二

丁目、豊が丘三丁目、豊

が丘四丁目、豊が丘五丁

目（豊が丘団地） 

善応寺団地共同汚水処理施

設 

津市庄田町２５６ 

５番地３２ 

庄田町の一部（善応寺団

地） 

附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、別表の改正規定中

殿舟団地共同汚水処理施設に係る部分は、公布の日から施行する。 



議案第１３３号               平成  年  月  日議決                                  

   津市職員の給与に関する条例及び津市一般職の任期付職員の採用 

等に関する条例の一部の改正について          

津市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例をここに

公布する。 

  平成２９年１２月２１日                                  

                                    

                      津市長 前 葉 泰 幸             

                                    

津市条例第３３号      

津市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例 

津市公共下水道事業受益者負担に関する条例（平成１８年津市条例第２０２

号）の一部を次のように改正する。 

別表第１木造分担区の項中「木造分担区」を「木造第１分担区」に改め、同 

項の次に次のように加える。 

  附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

木造第２分担区 ３３７円



 津市会計規則の一部を改正する規則をここに公布する。

  平成２９年１２月２５日

津市長 前 葉 泰 幸  

津市規則第３９号

   津市会計規則の一部を改正する規則

 津市会計規則（平成１８年津市規則第４２号）の一部を次のように改正する。

第９条に次の１項を加える。

３ 調定の事務は、財務会計システム上の電磁的記録（電子的方式、磁気的方

式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録を

いう。）により処理するものとする。

附 則

１ この規則は、平成３０年１月１日から施行する。

２ 改正後の第９条第３項の規定は、この規則の施行の日以後に起案する調定

の事務について適用し、同日前に起案した調定の事務については、なお従前

の例による。



 津市公共施設予約システムの利用登録等に関する規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

  平成２９年１２月２５日 

津市長 前 葉 泰 幸   

津市規則第４０号 

   津市公共施設予約システムの利用登録等に関する規則の一部を改正する

規則 

津市公共施設予約システムの利用登録等に関する規則（平成１８年津市規則

第５７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「及び津市南が丘会館」を「、津市南が丘会館及び津市豊が

丘おおぞら会館」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成３０年１月１日から施行する。 



    

津市総合特別区域法に基づく緑地面積率等に係る準則に関する条例の施行期

日を定める規則をここに公布する。 

  平成２９年１２月２５日 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

津市規則第４１号 

津市総合特別区域法に基づく緑地面積率等に係る準則に関する条例の施

行期日を定める規則 

 津市総合特別区域法に基づく緑地面積率等に係る準則に関する条例（平成２

９年津市条例第２３号）の施行期日は、平成３０年１月１日とする。 



 津市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成２９年１２月２５日 

津市長 前 葉 泰 幸 

津市規則第４２号 

   津市職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則 

 津市職員の育児休業等に関する規則（平成１８年津市規則第２３号）の一部

を次のように改正する。 

 第２条の次に次の１条を加える。 

 （育児休業条例第２条の４第２号の規則で定める場合） 

第２条の２ 育児休業条例第２条の４第２号の規則で定める場合は、次に掲げ

る場合とし、同号に掲げる場合に該当するかどうかの判断は、育児休業の承

認の請求があった時点において判明している事情に基づき行うものとする。 

   育児休業条例第２条の４第２号に規定する当該子について、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）第３９条第１項に規定する保育所、就学前

の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認定こども園又は児童福祉

法第２４条第２項に規定する家庭的保育事業等における保育の利用を希望

し、申込みを行っているが、当該子が１歳６箇月に達する日（以下「１歳

６箇月到達日」という。）後の期間について、当面その実施が行われない

場合 

   常態として育児休業条例第２条の４第２号に規定する当該子を養育して

いる当該子の親（当該子について民法（明治２９年法律第８９号）第８１

７条の２第１項の規定により特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係属している場合に限

る。）であって当該子を現に監護するもの又は児童福祉法第２７条第１項

第３号の規定により当該子を委託されている同法第６条の４第２号に規定

する養子縁組里親（以下「養子縁組里親」という。）である者若しくは同

条第１号に規定する養育里親である者（児童の親その他の同法第２７条第

４項に規定する者の意に反するため、同項の規定により、養子縁組里親と

して当該子を委託することができない者に限る。）を含む。以下この号に

おいて同じ。）である配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事



情にある者を含む。以下この号において同じ。）であって当該子の１歳６

箇月到達日後の期間について常態として当該子を養育する予定であったも

のが次のいずれかに該当した場合 

  ア 死亡した場合 

  イ 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により当該子を養育する

ことが困難な状態になった場合 

ウ 常態として当該子を養育している当該子の親である配偶者が当該子と

同居しないこととなった場合 

  エ ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産する予定

である場合又は産後８週間を経過しない場合 

 第３条第１項中「第２条の２第３号」を「第２条の３第３号」に改め、「掲

げる場合」の次に「又は育児休業条例第２条の４の規定に該当する場合」を加

える。 

  附 則 

この規則は、平成３０年１月１日から施行する。 



 津市自動車臨時運行許可に関する事務取扱規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

  平成２９年１２月２７日 

津市長 前 葉 泰 幸   

津市規則第４３号 

   津市自動車臨時運行許可に関する事務取扱規則の一部を改正する規則 

 津市自動車臨時運行許可に関する事務取扱規則（平成１８年津市規則第３９

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「第３４条」を「第３４条第１項（法第７３条第２項において準用

する場合を含む。）」に改め、「臨時運行の許可」の次に「（以下「許可」と

いう。）」を加える。 

 第３条の見出しを「（許可証の交付等）」に改め、同条中「臨時運行の必要

を認めたとき」を「許可をしたとき」に改める。 

 第４条を次のように改める。 

（返納等） 

第４条 市長は、許可の有効期間が満了した日の翌日から起算して５日以内に

許可証及び番号標の返納がないときは、電話又は文書等により、許可を受け

た者に対し、返納を督促しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による督促を行ったにもかかわらず許可証及び番号標

が返納されないときは、警察及び関係官公署と連携を図り、許可証及び番号

標の回収に努めなければならない。 

第５条の見出しを「（紛失又は損傷）」に改め、同条第１項中「許可証の交

付及び番号標の貸与」を「許可」に、「その許可証」を「許可証」に、「てん

まつ」を「てん末」に改め、同条第２項中「番号票を亡失」を「番号標を紛失」

に改め、同条第３項を次のように改める。

３ 第１項の場合において、許可を受けた者は、番号標にあっては、その実費

に相当する額を弁償しなければならない。 

 第７条を第９条とし、第６条を第８条とし、第５条の次に次の２条を加える。 

 （許可の取消等） 

第６条 市長は、偽りその他不正の手段により許可を受け、又は番号標を不正

に使用したことを発見したときは、直ちに許可を取り消し、許可を受けた者



に対し、その旨を通知するとともに、許可証及び番号標の回収に努めなけれ

ばならない。 

 （番号標の失効） 

第７条 市長は、第４条第２項若しくは前条の規定による番号標の回収が困難

であると認める場合又は第５条第１項の規定による番号標を紛失した旨の届

出があった場合は、当該番号標の失効を告示するものとする。この場合にお

いて、市長は、三重県警察本部長及び三重運輸支局長に対し、当該番号標が

失効した旨を通知するものとする。

 第１号様式中「あて先」を「宛先」に改め、「第３４条第１項」の次に 

「（同法第７３条第２項において準用する場合を含む。）」を加え、「同法施

行規則」を「道路運送車両法施行規則」に、「最高」を「最長」に改める。 

 第２号様式中「あて先」を「宛先」に改める。 

   附 則 

 この規則は、平成３０年１月１日から施行する。



津市告示第２２５号 

 下記の者の固定資産税都市計画税の督促状は、住所居所不明のため送達する

ことができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２９年１２月１８日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○○○

○○○ 

○○ ○○ 平成２４年度固定資産税

都市計画税督促状第３期

から第４期まで 

平成２５年度から平成２

８年度固定資産税都市計

画税督促状第１期から第

４期まで 

平成２９年度固定資産税

都市計画税督促状第１期

から第２期まで 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２２６号 

 下記の者の市民税県民税の督促状は、住所居所不明のため送達することがで

きないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定によ

り公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２９年１２月２１日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書 

○○○○○○○○○○○○

○○ ○○○○○○○○○

○○○○○○○○○ 

○○ ○○ 平成２８年度市民税県民

税督促状第３期及び第４

期並びに平成２９年度市

民税県民税督促状第２期

及び第３期 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２２７号 

 下記の者の差押調書（謄本）及び配当計算書（謄本）は、住所居所不明のた

め送達することができないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２

０条の２の規定により公示送達する。 

 なお、この公示送達に係る関係書類は、津市政策財務部収税課で保管し、送

達を受けるべき者から交付の申出があればいつでも交付する。 

  平成２９年１２月２６日 

津市長 前 葉 泰 幸 

記 

送達を受けるべき者の住所 送達を受けるべき者 送達を受けるべき文書

○○○○○○○○○ ○○○○ ○○○○ 

○○○○ 

差押調書（謄本）及び

配当計算書（謄本） 

注意：地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算

して７日を経過したときに、書類の送達があったものとみなす。 



津市告示第２２８号 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規定により、平

成２９年１１月８日に専決処分した予算の要領及び同年１２月２０日に市議会

の議決を経た予算の要領を次のとおり公表する。 

  平成２９年１２月２７日 

津市長 前 葉 泰 幸 

１ 平成２９年１１月８日に専決処分した予算 

  平成２９年度津市一般会計補正予算（第７号） 

２ 平成２９年１２月２０日に議決を経た予算 

  平成２９年度津市一般会計補正予算（第８号） 

  平成２９年度津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

  平成２９年度津市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

  平成２９年度津市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

  平成２９年度津市営浄化槽事業特別会計補正予算（第１号） 

平成２９年度津市共同汚水処理施設事業特別会計補正予算（第１号） 

  平成２９年度津市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

  平成２９年度津市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

  平成２９年度津市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号） 

  平成２９年度津市下水道事業会計補正予算（第１号） 

  平成２９年度津市モーターボート競走事業会計補正予算（第１号） 



平成２９年度津市一般会計補正予算（第７号） 

 

 平成２９年度津市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１７，４３９千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１４，０１７，００３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表地方債補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

13 分 担 金 及 び 負 担 金 1,723,932 770 1,724,702 

 1 分 担 金 21,110 770 21,880 

15 国 庫 支 出 金 14,103,118 2,000 14,105,118 

 1 国 庫 負 担 金 11,744,402 2,000 11,746,402 

19 繰 入 金 9,449,824 108,169 9,557,993 

 2 基 金 繰 入 金 9,330,535 108,169 9,438,704 

22 市 債 13,689,300 6,500 13,695,800 

 1 市 債 13,689,300 6,500 13,695,800 

113,899,564 117,439 114,017,003 

歳  出 (単位：千円)

款 項

11 災 害 復 旧 費 16,700 117,439 134,139 

 1 農林水産業施設災害  32,739 32,739 

復 旧 費

 2 公共土木施設災害復 16,700 84,700 101,400 

旧 費

113,899,564 117,439 114,017,003 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



変　更

公共土木施設災害復旧事業 3,000 9,500

第２表　地 方 債 補 正
（単位：千円）

起　債　の　目　的
補　　正　　前 補　　正　　後

限　　度　　額 限　　度　　額



平成２９年度津市一般会計補正予算（第８号） 

 

 平成２９年度津市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，１４５，５８３千円を追

加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１１５，１６２，５８６千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の追加は、「第２表継続費補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用

することができる経費は、「第３表繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第４条 地方債の変更は、「第４表地方債補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

15 国 庫 支 出 金 14,105,118 396,883 14,502,001 

 1 国 庫 負 担 金 11,746,402 337,087 12,083,489 

 2 国 庫 補 助 金 2,353,293 59,796 2,413,089 

16 県 支 出 金 7,080,739 246,077 7,326,816 

 1 県 負 担 金 4,428,666 147,255 4,575,921 

 2 県 補 助 金 2,099,472 98,822 2,198,294 

17 財 産 収 入 199,547 5,394 204,941 

 1 財 産 運 用 収 入 123,223 5,394 128,617 

19 繰 入 金 9,557,993 448,672 10,006,665 

 1 他 会 計 繰 入 金 119,289 13,698 132,987 

 2 基 金 繰 入 金 9,438,704 434,974 9,873,678 

21 諸 収 入 1,191,309 11,357 1,202,666 

 5 雑 入 819,796 11,357 831,153 

22 市 債 13,695,800 37,200 13,733,000 

 1 市 債 13,695,800 37,200 13,733,000 

114,017,003 1,145,583 115,162,586 

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計



歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 議 会 費 658,002 △2,215 655,787 

 1 議 会 費 658,002 △2,215 655,787 

 2 総 務 費 19,221,538 354,995 19,576,533 

 1 総 務 管 理 費 16,958,797 394,514 17,353,311 

 2 徴 税 費 1,309,425 △30,353 1,279,072 

 3 戸籍住民基本台帳費 496,562 △3,138 493,424 

 4 選 挙 費 347,745 △2,148 345,597 

 5 統 計 調 査 費 24,025 △3,395 20,630 

 6 監 査 委 員 費 84,984 △485 84,499 

 3 民 生 費 40,137,399 846,762 40,984,161 

 1 社 会 福 祉 費 19,862,793 601,990 20,464,783 

 2 児 童 福 祉 費 14,546,572 237,598 14,784,170 

 3 生 活 保 護 費 5,717,863 7,174 5,725,037 

 4 衛 生 費 10,196,852 △50,568 10,146,284 

 1 保 健 衛 生 費 2,834,033 △13,672 2,820,361 

 2 斎 場 費 279,771 △755 279,016 

 3 環 境 費 429,667 △32,249 397,418 

 4 清 掃 費 5,623,970 △8,033 5,615,937 

 8 生 活 排 水 処 理 費 406,382 4,141 410,523 

 6 農 林 水 産 業 費 2,665,395 3,341 2,668,736 

 1 農 業 費 1,625,195 △1,801 1,623,394 

 2 林 業 費 280,035 169 280,204 

 3 水 産 業 費 342,638 6,092 348,730 

 4 農 業 集 落 排 水 費 417,527 △1,119 416,408 

 7 商 工 費 1,176,963 19,202 1,196,165 

 1 商 工 費 1,176,963 19,202 1,196,165 

 8 土 木 費 15,143,009 △91,757 15,051,252 

 1 土 木 管 理 費 496,434 △1,963 494,471 

 2 道 路 橋 り ょ う 費 5,669,386 40,965 5,710,351 

 3 河 川 費 389,929 △12,396 377,533 

 5 都 市 計 画 費 8,077,805 △119,834 7,957,971 

 6 住 宅 費 445,180 1,471 446,651 

 9 消 防 費 3,924,147 27,445 3,951,592 

 1 消 防 費 3,924,147 27,445 3,951,592 

10 教 育 費 10,615,407 38,378 10,653,785 

 1 教 育 総 務 費 2,074,492 △464 2,074,028 

補正前の額 補 正 額 計



(単位：千円)

款 項

 2 小 学 校 費 3,002,385 △20,938 2,981,447 

 3 中 学 校 費 1,474,984 △9,347 1,465,637 

 4 幼 稚 園 費 1,645,271 △6,897 1,638,374 

 5 社 会 教 育 費 1,786,278 105,649 1,891,927 

 6 短 期 大 学 費 631,997 △29,625 602,372 

114,017,003 1,145,583 115,162,586 歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計



追　加

変　更

（単位：千円）

款 項 事　業　名 総　　　額 年　　度 年　割　額

278,000

第４表　地 方 債 補 正
（単位：千円）

款 項 事　　　業　　　名

海岸保全施設整備事業

8 土木費

3 民生費

8 土木費

金　　　額

6,999

第３表　繰越明許費
（単位：千円）

起　債　の　目　的
補　　正　　前 補　　正　　後

限　　度　　額 限　　度　　額

2 道路橋りょう
  費

道路新設改良事業（交付金事業）

6 農林水産業費 3 水産業費 5,336

3,076

8 土木費

2 道路橋りょう
  費

道路新設改良事業（市単独事業）

2 道路橋りょう
  費

地籍調査事業 62,964

494,500認定こども園整備事業 457,300

2 総務費 1 総務管理費 旧美杉庁舎等跡地整備事業 137,225

3 民生費

3 民生費

第２表　継 続 費 補 正

10 教育費 2 小学校費
学校教育施設整備事業
（空調設備）

745,535

平成29年度

（仮称）一志こども園
整備事業

280,0003 民生費
2 児童福祉
　費

2 児童福祉費 （仮称）芸濃こども園整備事業 46,542

1 社会福祉費

1 社会福祉費 精神障害者保健福祉手帳2級通院医療費助成事業

子ども医療費窓口無料化事業 10,260

平成29年度

平成30年度 745,535

平成30年度 280,000



継続費についての前々年度末までの 支出額、前年度末までの支出額及び

当該年度以降の支出予定額並びに事 業の進行状況等に関する調書

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

3 2 29

30 280,000 226,100 53,900 280,000 100.0

計 280,000 226,100 53,900 280,000 100.0

10 2 29

30 745,535 707,400 38,135 745,535 100.0

計 745,535 707,400 38,135 745,535 100.0

学校教育施設整
備事業（空調設
備）

児

童

福

祉

費

小

学

校

費

（仮称）一志こ
ども園整備事業

民

生

費

教

育

費

継続費の総額
に対する進捗率年度 年割額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

特　　定　　財　　源
一般財源

(単位：千円、％）

款 項 事業名

全　　　体　　　計　　　画

前々年度末
までの支出額

前年度末
までの支出額

当該年度
支出予定額

当該年度末まで
の支出予定額

翌年度以降
支出予定額



平成２９年度津市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度津市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に

定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ８，９６１千円

を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，８０２，１８６千

円とする。 

２ 直営診療施設勘定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，７８９千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５３，８８６千円とす

る。 

３ 事業勘定及び直営診療施設勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当

該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出

予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



事 業 勘 定

歳  入 (単位：千円)

款 項

11 繰 入 金 2,093,515 △8,961 2,084,554 

 1 繰 入 金 2,093,515 △8,961 2,084,554 

33,811,147 △8,961 33,802,186 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 455,274 △10,042 445,232 

 1 総 務 管 理 費 330,287 △10,042 320,245 

11 諸 支 出 金 352,430 1,081 353,511 

 2 繰 出 金 21,809 1,081 22,890 

33,811,147 △8,961 33,802,186 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



直営診療施設勘定

歳  入 (単位：千円)

款 項

 1 診 療 収 入 28,950 1,562 30,512 

 1 外 来 収 入 28,182 1,165 29,347 

 2 そ の 他 の 診 療 収 入 768 397 1,165 

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 336 146 482 

 2 手 数 料 111 146 257 

 3 繰 入 金 21,809 1,081 22,890 

 1 事 業 勘 定 繰 入 金 21,809 1,081 22,890 

51,097 2,789 53,886 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 38,367 396 38,763 

 1 施 設 管 理 費 38,367 396 38,763 

 2 医 業 費 12,701 2,393 15,094 

 1 医 業 費 12,701 2,393 15,094 

51,097 2,789 53,886 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度津市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７１，５６８千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２７，７３２，９９５千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 1 保 険 料 5,948,362 755 5,949,117 

 1 介 護 保 険 料 5,948,362 755 5,949,117 

 3 国 庫 支 出 金 6,364,008 1,338 6,365,346 

 2 国 庫 補 助 金 1,644,239 1,338 1,645,577 

 5 県 支 出 金 3,954,677 670 3,955,347 

 2 県 補 助 金 167,759 670 168,429 

 7 繰 入 金 3,902,950 △7,252 3,895,698 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 3,902,950 △7,252 3,895,698 

 8 繰 越 金 3 76,057 76,060 

 1 繰 越 金 3 76,057 76,060 

27,661,427 71,568 27,732,995 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 415,788 △7,922 407,866 

 1 総 務 管 理 費 138,753 △12,056 126,697 

 4 介 護 認 定 審 査 会 費 78,086 4,134 82,220 

 3 地 域 支 援 事 業 費 1,057,155 3,433 1,060,588 

 2 包括的支援事業・任 508,784 3,433 512,217 

意 事 業 費

 6 諸 支 出 金 13,701 76,057 89,758 

 1 償還金及び還付加算 13,701 76,057 89,758 

金

27,661,427 71,568 27,732,995 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２９年度津市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第２号）は、次

に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７９１千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ６，１４６，９６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

  

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 3 繰 入 金 3,538,600 791 3,539,391 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 3,538,600 791 3,539,391 

6,146,172 791 6,146,963 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 86,491 791 87,282 

 1 総 務 管 理 費 69,225 791 70,016 

6,146,172 791 6,146,963 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市営浄化槽事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度津市の市営浄化槽事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定

めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ４４０千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４７７，６５９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 6 繰 入 金 223,085 △442 222,643 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 223,085 △442 222,643 

 7 繰 越 金 1 2 3 

 1 繰 越 金 1 2 3 

478,099 △440 477,659 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 28,086 695 28,781 

 1 総 務 管 理 費 28,086 695 28,781 

 2 事 業 費 430,190 △1,135 429,055 

 1 市 営 浄 化 槽 事 業 費 430,190 △1,135 429,055 

478,099 △440 477,659 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市共同汚水処理施設事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度津市の共同汚水処理施設事業特別会計補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３，１１１千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５０，０１２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 2 繰 入 金 29,233 3,111 32,344 

 1 一 般 会 計 繰 入 金 29,233 3,111 32,344 

46,901 3,111 50,012 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 20,840 3,111 23,951 

 1 総 務 管 理 費 20,840 3,111 23,951 

46,901 3,111 50,012 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度津市の農業集落排水事業特別会計補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，１１９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５５１，５８９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 4 繰 入 金 417,527 △1,119 416,408 

 1 繰 入 金 417,527 △1,119 416,408 

552,708 △1,119 551,589 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 10,454 △1,119 9,335 

 1 総 務 管 理 費 10,454 △1,119 9,335 

552,708 △1,119 551,589 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度津市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第１号）は、次に

定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１３，００９千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ９５３，４５８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 3 繰 入 金 404,890 △13,009 391,881 

 1 繰 入 金 404,890 △13,009 391,881 

966,467 △13,009 953,458 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 土地区画整理事業費 776,167 △13,009 763,158 

 1 事 業 費 776,167 △13,009 763,158 

966,467 △13,009 953,458 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計



平成２９年度津市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度津市の住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第１号）は、

次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０，２４６千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５７，５１４千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

                      津市長 前 葉 泰 幸   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



歳  入 (単位：千円)

款 項

 4 繰 越 金 1 10,246 10,247 

 1 繰 越 金 1 10,246 10,247 

47,268 10,246 57,514 

歳  出 (単位：千円)

款 項

 1 総 務 費 29,868 10,246 40,114 

 1 総 務 管 理 費 29,868 10,246 40,114 

47,268 10,246 57,514 歳 出 合 計

第１表　歳入歳出予算補正

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補正前の額 補 正 額 計







 

   平成２９年度津市モーターボート競走事業会計補正予算（第１号） 

 

 （総則） 

第１条 平成２９年度津市モーターボート競走事業会計の補正予算（第１号）

は、次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 平成２９年度津市モーターボート競走事業会計予算（以下「予算」と

いう。）第２条に定めた業務の予定量を、次のとおり補正する。 

    （項 目）   （既決予定量） （補正予定量）  （計） 

 ⑵ 年間舟券発売金  26,205,000 千円  4,442,000 千円 30,647,000 千円 

 ⑶ １日平均舟券発売金 136,484 千円    23,135 千円 159,619 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正

する。 

    （科 目）   （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

             収       入             

 第１款 モーターボート 

  競走事業収益    28,513,733 千円 4,442,000 千円 32,955,733 千円 

  第１項 営業収益  28,429,441 千円 4,442,000 千円 32,871,441 千円 

             支       出             

 第１款 モーターボート 

  競走事業費用    28,476,326 千円 4,027,740 千円 32,504,066 千円 

  第１項 営業費用  28,295,368 千円 4,027,740 千円 32,323,108 千円 

 （特例的収入及び支出） 

第４条 予算第４条の２中「３，１８６，０００千円及び３，４８８，０００

千円」を「３，４８９，５２４千円及び３，７４７，８１２千円」に改める。 

   

津市長 前 葉 泰 幸   



津市公告第１６１号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成２９年１２月２２日 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

１ 工事完了年月日 

  平成２９年１２月２１日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市南新町１３８番 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  伊勢市御薗町長屋２０６番地 

  奥田 幸久 



津市公告第１６２号 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の規定により許可

した開発行為に関する工事が完了しましたので、同法第３６条第３項の規定に

より次のとおり公告します。 

  平成２９年１２月２７日 

                         津市長 前 葉 泰 幸   

１ 工事完了年月日 

  平成２９年１２月２６日 

２ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称 

  津市一身田大古曽字深田４７番１ 

３ 許可を受けた者の住所及び氏名 

  津市上浜町五丁目１０２番地２ 

  家城 幸弘 



津市公告第１６３号

 三重県津保健所長から動物の愛護及び管理に関する法律（昭和４８年法律第

１０５号）第３６条第２項の規定に基づく負傷動物の収容について通知があり

ましたので公告します。

  平成２９年１２月２８日

津市長 前 葉 泰 幸  

１ 収容日  平成２９年１２月２７日

２ 収容期間 平成３０年１月９日まで

収容した場所 動物種及び種類 毛色 性別 体格 年齢 その他

津市安濃町東観

音寺 
猫（雑種） キジ メス 大 

９１日

以上 

３ 連絡先 津市環境部環境保全課

       電話 ０５９－２２９－３２８２

       三重県津保健所 衛生指導課 
       電話 ０５９－２２３－５１１２



津市選挙管理委員会告示第５９号

平成３０年１月２８日執行予定の津市議会議員選挙に関し、公職選挙法施行

令（昭和２５年政令第８９号）第１７条ただし書の規定により選挙人名簿の登

録の移替えをしない期間を次のとおり定める。

平成２９年１２月２５日

津市選挙管理委員会

委員長 坂 口 賢 次

移替えをしない期間  平成３０年１月５日から選挙期日まで


